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第１章 地域特性と地方公共サービスにおける生産の効率性  
 ⇒非裁量要因としての地域特性を考慮。  
第２章 生産要素の地域間配分と地方団体の生産性  
 ⇒非裁量要因としての生産要素の配分を考慮。  
第３章 社会資本の産業間・地域間配分と地域経済の生産力  




第４章 地方団体における配分の効率性と補助金の影響  
 ⇒国庫支出金による配分の効率性の低下を検討。  
第５章 地域選好の反映と厚生の改善効果  















































第１章 地域特性と地方公共サービスにおける生産の効率性  
 
1.1 本章における問題意識  



















されるためである 2。  
『地方財政統計年報』に記載されている一般廃棄物等の収集処理等に要する
経費である清掃費は 2005 年度から 2010 年度にかけて約 9.6%減少している 3。
しかし、その金額は 2010 年度において約 2 兆 4000 億円と依然として大きく、
                                                   
1 本章における「ごみ処理サービス」とはごみの収集、中間処理、最終処分の全てを含ん
だサービスのことである。また、「し尿」を除く一般廃棄物を分析の対象としている。  
2 本章の分析目的に関連した先行研究の蓄積があることも採用理由の一つである。  








Hirsch（1965）、Stevens（1978）、Domberger, Meadowcroft, and Thompson
（1986）、國崎（1989）、獺口・三木（2007,2009）、などがある。Hirsch（1965）、





















                                                   

















に 1.3 節では、DEA に相応しいインプットデータを選出し、データの整理を行
う。また、1.4 節では DEA による分析の枠組みについて触れる。そして 1.5 節
において、定義されたインプットと総アウトプットのデータを用いて、地方団
体にとって操作不可能な地域特性要因の存在を考慮したうえで、DEA によって
ごみ処理サービスの効率性を計測する。最後に 1.6 節はむすびとする。  
 




















おけるアウトプットの定義は実態に則した形で行われなければならない。     
そこで、各段階のアウトプットを以下のように定義した。  
 

























ービスの総アウトプットを以下のように定義する 8。  
 
𝑂𝑚 = 𝛼1𝑂1𝑚 + 𝛼2𝑂2𝑚 + 𝛼3𝑂3𝑚.                   (1.1)  







                                                   
6 総コストが異なることを確認するために、仮想的な地方団体 A と地方団体 B をモデルケ
ースとして比較する。まず、収集、中間処理、最終処分といった各段階における収集ある
いは処理 1t に必要なコストをそれぞれ 1 億円、2 億円、3 億円とし、中間処理による焼却
残渣率を 50%とする。地方団体 A は収集 100t、中間処理 100t、最終処分 50t とし、地方
団体 B は収集 110t、中間処理 60t（収集 110t から直接最終処分 50t を差し引いた量）、最
終処分 80t（焼却残渣 30t に直接最終処分 50t を加えたもの）とする。この場合、各段階
のアウトプットを合計すると、地方団体 A、B ともに 250 となり同じである。しかし、各
地方団体の総コストを計算すると、地方団体 A＝ 100t×1 億円＋ 100t×2 億円＋ 50t×3 億







































                                                   



































ンティア上にある地方団体 A、B は計測される効率値が最も高く、 1 として計
測される。一方、アウトプット 1 単位当たりのインプットが地方団体 A、B よ  





















向型モデルを採用することが望ましい 12。  




                                                   
12 ごみの排出量に関する研究は、植田（ 1992） pp.66-70、丸尾・西ヶ谷・落合（ 1997）


























13。すなわち、本章で用いる DEA のモデルは投入指向型の VRS モデルである。  
 










因を説明変数とした Tobit 推計を行う 15。  
(3)Tobit 推計により得られたパラメータを用いて地域特性要因による影響
を取り除き、アウトプットと地域特性要因による影響を取り除いたイン
プットを使って再度 DEA により効率性の計測を行う。  
 







                                                   




15 スラックの性質上、最も効率的な地方団体のスラックは 0 の値をとり、被説明変数に





















表 1-1 スラックに対する地域特性要因の影響  
 s lack（人件費）  s lack（処理費）  s lack（その他費用）  
係数  t 値  係数  t 値  係数  t 値  
定数項  193434  10.14  ***  302354  18.91  ***  -44011.3  -4.59  ***  
生活系ごみ排出量  -4.35  -2.62  ***  -3.26  -2.34  **  -1.40  -2.04  **  
粗大ごみ排出量  8.65  2.63  ***  9.42  3.43  ***  5.29  3.39  ***  
集団回収量  8.92  2.14  **  8.60  2.45  **  ―  
事業所数  -10.80  -3.32  ***  -6.49  -2.35  **  ―  
課税対象所得額  1.56  6.91  ***  0.97  5.10  ***  0.31  2.95  ***  












されており、その符号条件は全て満たされている 16。  
続いてこれらの推計結果を用いて地域特性要因による影響を取り除き、DEA 






































































































































































































































表 1-2 効率性の基本統計量  
 平均  標準偏差  最大値  最小値  最大 /最小  
効率性  
（除去前）  
0.3508 0.0860 0.5786 0.1513 3.8249 
効率性  
（除去後）  



































係数  t 値  係数  t 値  係数  t 値  
定数項  0.2988  10.12  ***  0.4723  18.11  ***  11.2105  16.30  ***  
委託比率  -0.0005  -1.71  * -0.0009  -3.55  ***  -0.0343  -4.88  ***  
許可比率  0.0036  5.13  ***  0.0015  2.33  **  -0.0345  -2.09  **  
?̅?2 0.0481  0.0322 0.0271 
（注 1）表中の ***は 1%、**は 5%、*は 10%の有意水準でそれぞれ推計された値が有意で
あることを示している。  






















































第２章 生産要素の地域間配分と地方団体の生産性  
 
2.1 本章における問題意識  









































2.2 生産性の決定要因  
2.2.1 警察官の定員  
わが国の警察サービスは公安委員会の管理の下で各都道府県警察によって供
給されているが、そのサービスの担い手である都道府県警察の 2014 年度にお
ける警察職員の定員合計は 28 万 5,968 人であり、その内訳は地方警務官（一
般職の国家公務員である警視正以上の階級にある警察官）が 628 人、地方警察
官が 25 万 7,041 人、一般職員が 2 万 8,299 人となっている。2013 年度におけ
る都道府県警察の予算を見ると、総額 3 兆 1,573 億円のうち約 81％を人件費が
占め  
ているため、警察サービスの供給において都道府県警察の職員、特に総職員数  
のうち約 9 割を占める警察官が重要な役割を果たしていることが分かる 1。  






                                                   

















































































































































2.2.2 生産性の決定要因とその変化  



















このように警察サービスの限界生産性は 3 つの要因が合わさった結果として  
 
表 2-1 警察サービスの生産性の決定要因  
生産性の決定要因  本章の分析における位置づけ  
①裁量要因  警察官の人数が同じであったとしても
生産性が異なる。  












したものである。一定の警察官の数を地域 1 と地域 2 に割り当てる状況を考え
ており、地域 1 の原点を𝑂1、地域 2 の原点を𝑂2によって示している。また、𝑀𝑃𝑃
𝑒𝑞
は地域特性や技術特性が地域 1 と 2 で全く等しい状態である場合のそれぞれの
限界生産性を表しており、𝑀𝑃𝑃𝑟𝑒は現実の地域 1 と 2 における限界生産性を表
しているが、いずれも生産性は警察官の数が多くなるにつれて逓減することが
想定されている。後の分析においては人口当たり警察官数の地域間配分を取り
扱うが、人口が地域 1 と 2 で全く同じであるという仮定をおけば、人口当たり
警察官数に関しても同様に限界生産性についての考察を行うことができる。  
現実の警察官の数が𝑃𝑟𝑒という地域 2 に対して多く配分されているとき、実際  
の限界生産性は地域 1 の方が高くなるが、警察官の地域間配分による影響を取
り除くために、𝑃𝑒𝑞という地域 1 と 2 の警察官数が等しくなるように警察官の
配分を変更すると、地域 2 の限界生産性の方が高くなる。もし、地域特性や技  
 















































おいて地域 1 と 2 の限界生産性𝑀𝑃𝑃𝑒𝑞は等しくなるが、現実の限界生産性𝑀𝑃𝑃𝑟𝑒















表 2-2 先行研究におけるアウトプット・アウトカム  
先行研究  アウトプット・アウトカム  




Drake and Simper（2000）  
検挙率、交通犯罪、会計検査院による評
価のスコア  
Diez-Ticio and Mancebon（2002） 凶悪犯検挙率、窃盗犯検挙率  































                                                   
2 人口が共に 100 人である地域 A と B を考える。地域 A は犯罪の発生件数が 100 件でそ
のうち 20 件を検挙していて、地域 B は犯罪の発生件数が 200 件でそのうち 100 件を検挙
しているというケースを想定すると、検挙率は地域 A が 20％、地域 B が 50％となり、地
域 B においてアウトプットが大きいということになる。しかし、実際の安全性を考える場
合は、未検挙の犯罪件数が人口に対してどれだけ少ないかという点で評価がなされなけれ
ばならない。未検挙件数は地域 A が（ 100－ 20）／ 100＝ 0.8 であり、地域 B が（ 200－ 100）
／ 100＝ 1 であるため、地域 A において安全性が高いということが分かる。検挙率はあく
まで発生した犯罪をどれだけ検挙できているかという、検挙の側面に焦点を当てているア




図 2-3 アウトカムの達成プロセス  






検挙件数       未検挙件数  
                   
   犯罪捜査など       パトロールなど  
           検挙活動による      防犯活動による  
           検挙件数の増加      認知件数の減少  
          
未検挙件数の減少    
 











































𝐶𝑗 = 𝐶(𝑃𝑗 , 𝐾𝑗 , 𝑋1𝑗, 𝑋2𝑗, ⋯ , 𝑋𝑖𝑗, ⋯ , 𝑋𝑛𝑗 )              (2.1) 
ただし、𝐶𝑗＝第 𝑗地域における人口千人当たり未検挙件数、𝑃𝑗＝第 𝑗地域に
おける人口千人当たり警察官数、𝐾𝑗＝第 𝑗地域における警察サービスの資







目の地域特性変数𝑋2𝑗として 1 住宅当たりの敷地面積、3 つ目の地域特性変数𝑋3𝑗
として他市区町村からの通勤者割合、4 つ目の地域特性変数𝑋4𝑗として年間あた




積 100km 2 当たり交番数を採用した。また、近年における外国人犯罪の増加傾
向を考慮するため、1 つ目の地域特性変数𝑋1𝑗として人口千人当たり外国人数を
採用した。2 つ目の地域特性変数𝑋2𝑗としては 1 住宅当たりの敷地面積を採用し
た。都市と地方では人口当たり未検挙件数は異なると考えられ、住居の性質か



















             (2.2) 
 
両辺を対数変換して以下の推計式を得る。  
ln𝐶𝑗 = ln𝐴 + 𝛼 ln𝑃𝑗 + 𝛽 ln𝐾𝑗 + 𝛾1 ln𝑋1𝑗 + 𝛾2 ln𝑋2𝑗 + 𝛾3𝑋3𝑗 + 𝛾4𝑋4𝑗      (2.3) 
  
推計結果は以下の通りである 5。  









(3.92)***  (-2.42)**  (3.05)***          ( -2.32 )** 
＋0.1886×ln𝑋1𝑗－0.6764×ln𝑋2𝑗＋0.0136×𝑋3𝑗－0.0050×𝑋4𝑗 
               (2.64)**      (-2.56)**       (3.22)***    (-3.31)*** 
         ?̅?2= 0.7137 
ただし、𝐷𝑈𝑀＝北海道、宮城、埼玉、千葉、神奈川、愛知、京都、
大阪、兵庫、福岡を 1、その他の都道府県を 0 としたダミー変数であ
る。また括弧内の数字は 𝑡値を示している 6。  
 






住地面積 100km 2 当たり交番数が増加しても人口千人当たり未検挙件数は減少
する。さらに、1 住宅当たりの敷地面積や降雪日数に関しても符号が負になっ
ており、田舎や寒冷地においては人口千人当たり未検挙件数が少なくなるとい






るため、符号をプラスに修正するため以下の (2.4)式によって限界生産性を表す  
                                                   
6 また、t 値の右側の ***は 1%、**は 5%の有意水準でそれぞれ推計された値が有意である
ことを示している。  
7 ただし取得できるデータの関係から、人口千人当たり外国人数と他市区町村からの通勤








表 2-3 限界生産性の推計結果  
北海道  1.57  長野  6.31  岡山  5.28  
青森  3.09  静岡  7.74  広島  6.83  
岩手  3.69  富山  4.38  山口  3.32  
宮城  2.75  石川  4.53  徳島  3.70  
秋田  2.93  福井  3.40  香川  4.73  
山形  3.65  岐阜  6.88  愛媛  5.01  
福島  4.66  愛知  3.38  高知  4.45  
東京  3.50  三重  7.58  福岡  2.50  
茨城  7.41  滋賀  7.37  佐賀  3.92  
栃木  6.29  京都  2.54  長崎  2.86  
群馬  7.77  大阪  3.52  熊本  4.84  
埼玉  3.71  兵庫  2.62  大分  4.81  
千葉  2.84  奈良  5.49  宮崎  3.88  
神奈川  3.00  和歌山  3.80  鹿児島  4.28  
新潟  4.39  鳥取  2.88  沖縄  5.53  








                      (2.4) 
ただし、𝛼𝑗は人口千人当たり警察官数に対する人口千人当たり未検挙
件数の弾力性である。  
                                                   
9 また、𝛼は推計段階においてダミー変数を使って推計されており、地域によって違いが
出ていることから、 (2.4)式において𝛼𝑗として表記している。  
32 
 





約 1.79 と群馬県の約 1.2 倍に達しているのに対し、推計値でみた群馬県におけ
る人口千人当たり未検挙件数は約 15 件であるが、北海道における人口千人当
たり未検挙件数は約 10 件と群馬県の約 7 割に過ぎないのである。これらのこ
とに加えて、北海道におけるアウトカムに対する警察官の弾力性𝛼𝑗が群馬県に
比べて低いことが生産性格差にさらに拍車をかけている 10。  
  





警察官配分要因の 3 つの要因に分解したものが図 2-4 である 11。ただし、ここ
では可住地面積当たりの交番数は警察官と代替的な資本に関する生産要素と考
えられるため、資本配分要因として要因分解を行っている。  




                                                   







































































































































































表 2-4 人口当たり警察官数均等化による限界生産性の変化分  
北海道  -0.11  長野  -2.57  岡山  -1.21  
青森  -1.06  静岡  -2.61  広島  -1.39  
岩手  -1.39  富山  -0.93  山口  0.38  
宮城  -0.82  石川  -1.19  徳島  -0.33  
秋田  -0.67  福井  0.15  香川  -0.88  
山形  -1.08  岐阜  -2.04  愛媛  -1.49  
福島  -1.72  愛知  -0.37  高知  0.11  
東京  6.86  三重  -2.61  福岡  0.18  
茨城  -2.90  滋賀  -2.31  佐賀  -0.31  
栃木  -2.12  京都  0.74  長崎  0.27  
群馬  -2.56  大阪  0.95  熊本  -1.36  
埼玉  -1.17  兵庫  0.14  大分  -1.15  
千葉  -0.28  奈良  -1.58  宮崎  -0.79  
神奈川  -0.49  和歌山  0.20  鹿児島  -1.09  
新潟  -1.26  鳥取  0.07  沖縄  -0.54  
山梨  -0.59  島根  0.02   
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 表 2-5 限界生産性の順位  
順位  現実  均等化  
1 群馬  7.77  東京  10.36  
2 静岡  7.74  広島  5.43  
3 三重  7.58  群馬  5.22  
4 茨城  7.41  静岡  5.14  
5 滋賀  7.37  滋賀  5.07  
6 岐阜  6.88  沖縄  4.99  
7 広島  6.83  三重  4.97  
8 長野  6.31  岐阜  4.84  
9 栃木  6.29  高知  4.56  








増加が大きい 13。  
 次に、限界生産性の都道府県別順位が人口当たり警察官数を等しくした場合




均等化によって 1 位にランキングされることは注目すべき点である。ここで決  
















要であるということを表 2-5 の結果は示している。  
 

















                                                   





全国の未検挙件数＝𝐶𝐴、地域 1 の未検挙件数＝𝐶1、地域 2 の未検挙件数𝐶2、地域 1 の警察













































であるなら地域 1 から地域 2 へと警察官数を再配分することで、地域 1 の未検  
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付表 未検挙件数最小化シミュレーションの結果  
（単位：人／人口千人、件／人口千人）  
 










北海道  1.79  9.80  0.93  11.84  -48.3%  20.8%  
青森  1.50  5.71  1.36  6.17  -9.0% 8.0%  
岩手  1.46  6.65  1.47  6.63  0.3% -0.3%  
宮城  1.44  13.84  1.15  14.76  -20.1%  6.6%  
秋田  1.64  5.92  1.45  6.55  -11.7%  10.6%  
山形  1.56  7.03  1.56  7.04  -0.2% 0.2%  
福島  1.47  8.45  1.68  7.59  14.2%  -10.2%  
東京  3.45  14.89  3.36  15.20  -2.5% 2.1%  
茨城  1.44  13.15  2.12  9.60  47.4%  -27.0%  
栃木  1.51  11.71  2.03  9.20  34.7%  -21.5%  
群馬  1.52  14.57  2.30  10.41  51.5%  -28.6%  
埼玉  1.41  18.27  1.42  18.22  1.0% -0.3%  
千葉  1.75  17.33  1.43  18.35  -18.1%  5.9%  
神奈川  1.65  17.27  1.41  18.06  -14.6%  4.6%  
新潟  1.57  8.50  1.73  7.84  10.4%  -7.7%  
山梨  1.77  11.14  2.12  9.61  19.9%  -13.7%  
長野  1.42  11.06  1.92  8.67  34.9%  -21.6%  
静岡  1.51  14.42  2.28  10.32  51.1%  -28.4%  
富山  1.66  8.96  1.83  8.28  10.2%  -7.6%  
石川  1.60  8.94  1.80  8.14  12.3%  -9.0%  
福井  1.94  8.14  1.86  8.42  -4.1% 3.4%  
岐阜  1.56  13.24  2.21  9.99  41.5%  -24.5%  
愛知  1.73  20.39  1.62  20.77  -6.2% 1.8%  
三重  1.50  14.03  2.24  10.13  49.4%  -27.8%  
滋賀  1.54  14.00  2.27  10.24  47.1%  -26.9%  
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京都  2.31  20.51  1.74  22.25  -24.8%  8.5%  
大阪  2.28  27.99  2.21  28.25  -3.2% 0.9%  
兵庫  1.97  18.02  1.52  19.42  -23.0%  7.8%  
奈良  1.57  10.63  1.96  8.87  25.0%  -16.5%  
和歌山  1.95  9.14  1.99  9.00  2.0% -1.6%  
鳥取  1.92  6.82  1.68  7.60  -12.5%  11.4%  
島根  1.90  6.77  1.67  7.53  -12.4%  11.3%  
岡山  1.64  10.69  2.01  9.08  22.3%  -15.0%  
広島  1.67  14.06  2.35  10.64  40.9%  -24.3%  
山口  2.01  8.23  1.90  8.61  -5.4% 4.6%  
徳島  1.80  8.21  1.81  8.18  0.4% -0.3%  
香川  1.69  9.86  1.94  8.80  15.1%  -10.7%  
愛媛  1.56  9.65  1.85  8.39  18.8%  -13.0%  
高知  1.92  10.54  2.13  9.67  11.2%  -8.2%  
福岡  2.00  17.43  1.48  18.99  -25.8%  8.9%  
佐賀  1.81  8.76  1.88  8.50  3.7% -2.9%  
長崎  1.99  7.02  1.74  7.85  -12.8%  11.8%  
熊本  1.58  9.43  1.84  8.34  16.5%  -11.6%  
大分  1.63  9.66  1.89  8.56  16.1%  -11.4%  
宮崎  1.67  7.99  1.72  7.79  3.1% -2.5%  
鹿児島  1.61  8.50  1.75  7.93  8.9% -6.7%  
沖縄  1.79  12.21  2.25  10.16  25.5%  -16.8%  









第３章 社会資本の産業間・地域間配分と地域経済の生産力  
 













































を行う。最後に 3.5 節を本章のむすびとする。  
 
3.2 社会資本配分の理論的考察  
 図 3-1 は Merriman(1990)を拡張したもので、産業間及び地域間の社会資本
配分の変更と生産及び地域間格差との関係を示している。  
まず横軸を産業 1 の社会資本、縦軸を産業 2 の社会資本として、ある地域内
における産業間の社会資本配分を考える。予算線𝐴𝐵のもと、𝐹が現状の社会資
本の配分であるとき、産業 2 から産業 1 へと社会資本の配分を変更することに









図 3-1 社会資本配分の効率化と地域間格差  
 
平性との間にトレード・オフの関係が生じるため、両地域の 1 人当たり GRP 
が等しくなると想定した、完全平等線𝑂𝐿を図に書き入れ、地域間格差について
検討する 1。  
先程と同様に、予算線𝐴𝐵のもと、𝐹が現状の社会資本の配分であるとき、地
域 2 から地域 1 へと社会資本の配分を変更することによって、𝐸において生み
出される GDP（両地域の GRP の合計）は𝑌𝑒𝑓と最大になり、現状の GDP であ
る𝑌𝑝𝑟よりも大きくなる。しかし、この状況では地域 1 の GRP は上昇すること
に対し、地域 2 の GRP は減少しており、地域間格差が拡大している。地域間
                                                   
1 ここでの完全平等線 OL は第 𝑗地域において次のような生産関数を前提として描かれて
いる。ただし、𝑌𝑗＝第 𝑗地域における GRP、𝐿𝑗＝第 𝑗地域における労働、𝐾𝑝𝑗＝第 𝑗地域にお
ける民間資本、𝐾𝑔𝑗＝第 𝑗地域における社会資本とする。  




















を前提としており、第 1 地域に比べ第 2 地域に
多くの社会資本を配分することで、両地域における人口が同じであるという前提のもと、
























































すなわち、𝐸に社会資本の配分を変更して GDP を高めたうえで、1 人当たり
GRP の低い地域 2 に所得を再分配すれば、𝐷のような公平性の水準を達成する
ことは可能である。ただし、この場合𝐷はあくまで所得の再分配によって達成








比較して、地域 1 の 1 人当たり GRP を引き下げることになるため（図 3-1 に
おいて、𝐹よりも左に図示されることによる）、地域 1 にとっては受け入れ難い
ものであろう。地域 1 の 1 人当たり GRP を引き下げないためには図 3-1 にお
いて𝐹よりも右側に図示される分配状態を実現しなければならない。仮に、現
状の所得格差を一定とした線を𝑂𝐿′とおくと、地域 1 の GRP を引き下げること
なく両地域の地域間格差を現状よりも縮小する、社会資本配分効率化後の所得
再分配状態は、𝐹の右側かつ𝑂𝐿と𝑂𝐿′の間にある𝑌𝑒𝑓上の位置（すなわち𝐻𝐺間の
位置）によって図 3-1 においては表され、最も望ましい状態であるといえる。  
 
3.3 生産関数と限界生産性の推計  
3.3.1 推計データの整理  
産業間と地域間という 2 つの側面から、社会資本配分の効率化による地域間
の公平性への影響を検証するためには、産業別に地域生産関数を推計する必要
がある。推計においては各地域をサンプルとした 1991 年度から 2000 年度まで
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のプールデータを使用し、第 1 次産業と非 1 次産業の生産関数を推計する 2。  
そこでまず地域を以下の 9 地域に区分した 3。  
 
北海道・・・北海道  
  東北 ・・・青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟  
  関東 ・・・茨城、栃木、群馬、山梨、長野、埼玉、千葉、東京、神奈川   
北陸 ・・・富山、石川、福井  
  東海 ・・・岐阜、静岡、愛知、三重  
  近畿 ・・・滋賀、京都、奈良、大阪、兵庫、和歌山  
  中国 ・・・鳥取、島根、岡山、広島、山口  
  四国 ・・・徳島、香川、愛媛、高知  
  九州 ・・・福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島、沖縄  
 
次に、推計に使用するデータを以下のように整理した 4。  
 
〈生産額〉  
 第 1 次産業・・・『県民経済計算年報』に記載されている第 1 次産
業の生産額。  
 非 1 次産業・・・第 2 次産業と第 3 次産業の合計。  
 
〈有業者数〉 5 
 第 1 次産業・・・『就業構造基本調査報告』に記載されている農林
業と漁業の有業者数の合計。  
 非 1 次産業・・・総有業者数から上記を引いたもの。  
 
                                                   
2 本来ならば第 1 次産業、第 2 次産業、第 3 次産業のそれぞれの生産関数を推計すること
が望ましいが、産業基盤型の社会資本は第 2 次産業と第 3 次産業の両方に便益が及ぶと考




4 データはいずれも実質値を用いている。  












 第 1 次産業・・・農業、林業、漁業、といった農林水産関連の社
会資本ストックの合計。  
 非 1 次産業・・・道路、港湾、空港、工業用水、といった産業基
盤型の社会資本ストックの合計。  
 
3.3.2 産業別生産関数の推計  
上記のデータを使用し、1991 年度～2000 年度までデータをプールした地域
生産関数を産業別に推計する。サンプル数は 9 地域×10 年度の 90 である。な




















とするか、社会資本も含めて 1 次同次とするか、といった生産関数の 1 次同次
性の仮定が異なるとされ、労働、民間資本、社会資本の 3 要素について 1 次同






との社会資本の特徴を反映することとする 7。  








𝛽1                  (3.1) 
ここで、𝑌1=第 1 次産業の生産額、𝐿1=第 1 次産業の有業者数、𝐾𝑝1=第 1 次産
業の民間資本ストック、𝐾𝑔
1
=第 1 次産業の社会資本ストック、である。  
両辺を対数変換すると、  
ln 𝑌1 = ln𝐴1 + 𝛾1 ln 𝐿1 + 𝛼1 ln 𝐾𝑝1 + 𝛽1 ln 𝐾𝑔1          (3.2) 
(3.2)式が第 1 次産業生産関数の基本的な推計式となる。  







𝛼2+𝛽2 ln𝐾𝑔2                    (3.3) 
                                                   
7 また、トランス・ログ型の生産関数は多重共線性などの問題からパラメータが有意に推
計されにくいため、シミュレーションを行うための生産関数としては不適当であると判断
したことも、コブ =ダグラス型を生産関数として採用した理由の 1 つである。  
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ここで、𝑌2=非 1 次産業の生産額、𝐿2=非 1 次産業の有業者数、𝐾𝑝2=非 1 次産
業の民間資本ストック、𝐾𝑔2=非 1 次産業の社会資本ストック、である。  
民間部門の生産要素とと社会資本ストックの関係性が代替的であるか、補完
的であるかということが、第 1 次産業と非 1 次産業における生産関数の決定的
な違いである 8。  
(3.3)式の両辺を𝐿2で割り、対数変換すると  
ln(𝑌2/𝐿2) = ln𝐴2 + 𝛼2 ln(𝐾𝑝2/𝐿2) + 𝛽2 ln𝐾𝑝2 ln𝐾𝑔2          (3.4) 
(3.4)式が非 1 次産業生産関数の基本的な推計式となる。  
それぞれの産業の推計結果を以下に示す。  
 
第 1 次産業 9 
ln 𝑌1＝－1.3285＋0.4974×ln 𝐿1＋0.3925×ln 𝐾𝑝1 
(-4.12)*** (10.41)***    (5.41)*** 
＋ (0.1513－0.0170×𝐷𝑈𝑀7)×ln𝐾𝑔1－0.0352×𝑇 
(2.84)*** (-8.59)***              (-9.05)*** 
               ?̅?2＝0.9824 
非 1 次産業  
ln(𝑌2/𝐿2)＝1.1212＋0.1129×ln(𝐾𝑝2/𝐿2)＋ (0.00219－0.00028×𝐷𝑈𝑀2 
   (29.77)*** (7.24)***      (17.31)*** (-14.54)***        
＋0.00020×𝐷𝑈𝑀4－0.00010×𝐷𝑈𝑀8－0.00031×𝐷𝑈𝑀9)×ln 𝐾𝑝2 ln 𝐾𝑔2 
      (6.22)***    (-3.65)***       (-14.39)*** 




                                                   
8 生産の理論における代替財・補完財の定義は Layard and Walters(1978),日本語訳ｐ .356
参照。  
9 第 1 次産業の生産関数の推計においては、推計前に社会資本を環境創出型であるか、不
払い要素型であるかを特定化せず、推計結果から判断している。そのため、推計段階にお
いてパラメータに制約はかけていない。推計結果から労働、民間資本、社会資本のパラメ




違いを表した、当該地域を 1 その他の地域を 0 としたダミー変数で
ある 10。その他の地域に関しては推計結果が有意でなかったため、ダ
ミー変数を使用していない。また、𝑇 は 1991 年度を 1、1992 年度
を 2,……,2000 年度を 10 としたタイム・トレンド変数である。なお、
括弧内の値は 𝑡値を表している 11。  
 
3.3.3 限界生産性の推計  
ここでは、それぞれの産業における生産関数の推計結果を用いて、地域ごと
に第 1 次産業、非 1 次産業それぞれの社会資本の限界生産性を推計する。第 1
次産業と非 1 次産業における社会資本の限界生産性は、(3.1)式と (3.3)式をそれ
ぞれ𝐾𝑔1と𝐾𝑔2で偏微分することで以下のように表せる。  
 
𝑀𝑃𝐾𝑔1 = 𝛽1(𝑌1/𝐾𝑔1)                    (3.5) 
𝑀𝑃𝐾𝑔2 = 𝛽2 ln𝐾𝑝2 (𝑌2/𝐾𝑔2)                  (3.6) 
ただし、𝑀𝑃𝐾𝑔1＝第 1 次産業における社会資本の限界生産性、  
𝑀𝑃𝐾𝑔2＝非 1 次産業における社会資本の限界生産性である。  
 
全ての産業、全ての地域に関して 1991 年度、1995 年度、2000 年度の限界
生産性を求め、その結果を表 3-1 に記した。表 3-1 を見ると、第 1 次産業、非
1 次産業のいずれに関しても、全ての地域で近年になるほど限界生産性が低く
なってきていることが分かる。  
さらに、全ての地域において第 1 次産業の限界生産性よりも、非 1 次産業の
限界生産性の方が高くなっており、非 1 次産業に関しては、地方圏よりも都市  
圏における限界生産性の方が高い結果となっている。こうした産業間、地域間  
 










表 3-1 産業・地域別社会資本の限界生産性  
 1991 年度  1995 年度  2000 年度  
 
 第 1 次  非 1 次  第 1 次  非 1 次  第 1 次  非 1 次  
北海道  0.0145 0.0568 0.0106 0.0480 0.0073 0.0389 
東北 0.0226 0.0708 0.0161 0.0610 0.0105 0.0483 
関東 0.0355 0.1998 0.0263 0.1647 0.0184 0.1381 
北陸 0.0123 0.1015 0.0091 0.0874 0.0063 0.0687 
東海 0.0206 0.1582 0.0162 0.1312 0.0118 0.1017 
近畿 0.0269 0.1545 0.0164 0.1267 0.0113 0.1001 
中国 0.0144 0.0852 0.0104 0.0718 0.0066 0.0575 
四国 0.0270 0.0611 0.0182 0.0501 0.0125 0.0378 



































人当たり GRP をそれぞれ表 3-2、表 3-3、表 3-4 に記した。まず、表 3-2 と表  
表 3-2 現状の GRP・社会資本と 1 人当たり GRP 
 総生産（兆円）  社会資本（兆円）  1 人当たり GRP（万円） 
北海道  21.2405 33.2089 373.7504 
東北  44.7735 49.6759 364.2098 
関東  209.1916 76.3700 480.4910 
北陸  13.3364 12.2775 425.9791 
東海  67.7510 35.5588 458.5287 
近畿  88.0338 42.3117 422.1114 
中国  30.4394 28.1778 393.6557 
四国  14.3328 18.0123 345.0317 
九州  50.4348 47.4528 341.6117 
合計  539.5338 343.0458 ― 
変動係数  ― ― 0.11621 
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表 3-3 産業間効率化の GRP・社会資本と 1 人当たり GRP 
 総生産（兆円）  社会資本（兆円）  1 人当たり GRP（万円） 
北海道  21.4346 33.2089 377.1669 
東北  45.0863 49.6759 366.7541 
関東  210.0992 76.3700 482.5756 
北陸  13.5056 12.2775 431.3825 
東海  68.2382 35.5588 461.8260 
近畿  88.4137 42.3117 423.9327 
中国  30.6831 28.1778 396.8074 
四国  14.3812 18.0123 346.1990 
九州  50.7204 47.4528 343.5459 
合計  542.5622 343.0458 ― 
変動係数  ― ― 0.11633 
 
 
表 3-4 完全効率化の GRP・社会資本と 1 人当たり GRP 
 総生産（兆円）  社会資本（兆円）  1 人当たり GRP（万円） 
北海道  20.6082 12.5849 362.6247 
東北  43.9286 24.7875 357.3372 
関東  215.9443 142.9884 496.0013 
北陸  13.2945 8.4343 424.6386 
東海  68.8333 43.7289 465.8540 
近畿  89.4934 56.5748 429.1100 
中国  30.1541 18.2479 389.9664 
四国  13.9444 8.0497 335.6830 
九州  49.7209 27.6493 336.7761 
合計  545.9218 343.0458 ― 










が減少し、非 1 次産業の社会資本が増加している。最も非 1 次産業における社  
会資本の増加率が高かったのは北陸で、約 51％の増加となっており、次いで北
海道と東北が、それぞれ約 50％と 43％の増加となっている。このとき、各地
域における GRP の増加率は、最高の北陸で約 1.3％、最低の四国で約 0.3％と
地域間で差はあるものの、1 人当たり GRP の変動係数の値は現状と比べてほと
んど変わっていないため、産業間の効率化によって地域間格差は拡大していな
いといえる。  
 次に、表 3-2 と表 3-4 を比較すると完全効率化によって全地域の GRP 合計は







伴って各地域の GRP にも変化が表れ、関東、近畿、東海でそれぞれ約 3.2％、
約 1.7％、約 1.6％の生産額の増加、北海道、四国、東北でそれぞれ約 3％、約
2.7％、約 1.9％の生産額の減少となっており、このような生産額の変化によっ
て 1 人当たり GRP の地域間格差は拡大し、変動係数の値は 0.11621 から







表 3-5 再分配後の総所得・社会資本と 1 人当たり所得  
 総所得（兆円）  社会資本（兆円）  1 人当たり所得（万円） 
北海道  21.5539 12.5849 379.2653 
東北  45.4625 24.7875 369.8143 
関東  211.1562 142.9884 485.0035 
北陸  13.4937 8.4343 431.0035 
東海  68.4482 43.7289 463.2474 
近畿  89.0893 56.5748 427.1722 
中国  30.8514 18.2479 398.9836 
四国  14.5730 8.0497 350.8164 
九州  51.2936 27.6493 347.4284 
合計  545.9218 343.0458 ― 






 表 3-2 と表 3-4 を比較すると、関東、東海、近畿において GRP が合計で 9
兆 2947 億円増加し、一方、北海道、東北、北陸、中国、四国、九州で合計 2
兆 9067 億円の GRP が減少している。そこで GRP 増加額のうち、2 兆 9067 億
円を用いて、GRP の減少した地域に対して効率化前の所得額と等しくなるよう
に再分配を行う。そして次に、現状と比べてネットで増加した 6 兆 3880 億円
を 1 人当たり所得の少ない地域に対して 1 人当たり再分配額が多くなるように
配分する。再分配額の計算は Yamano and Ohkawara(2000)に倣い、最も 1 人
当たり所得の多い関東と、他の地域との 1 人当たり所得の差を表す所得偏差指
数𝜆をそれぞれの地域について計算し、𝜆がとる負の値が大きい地域ほど 1 人当
たり再分配額が多くなるという方式を用いている 12。  
                                                   
12 １人あたり再分配額の詳細な計算方法については補論を参照されたい。  
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 再分配の結果は表 3-5 に示されている。所得の再分配を取り扱うことから、
各地域の GRP=所得と考え、GRP に再分配された所得を加算したものを総所得
として表記している。この前提のもと、表 3-2 の現状と比較すると、全ての地
域で所得額が増加し、全地域の総所得の合計は約 6 兆 4000 億円増加している




3.5 むすび  
 本章においては、産業別に地域生産関数を推計したうえで、産業間と地域間






















































補論 各地域への再分配額の決定  
  
1 人当たり所得の低い地域に重点的に再分配を行うその金額を Yamano and 
Ohkawara(2000)に倣って以下のように決定した。  




                        (3.7) 
𝐴𝑅𝐸は再分配のための財源の総額で、𝑅𝐸𝑗は第 𝑗地域に再分配される金額である。 
次に最も 1 人当たり所得の少ない地域が最も多くの 1 人当たり分配額を受け取
るようにするため、以下の所得偏差指数を定義する。  
𝜆𝑗 ≡ [
(𝑌 𝑃⁄ )𝑗 − (𝑌 𝑃⁄ )𝑀𝑎𝑥
(𝑌 𝑃⁄ )𝑀𝑎𝑥
]                   (3.8) 
ここで (𝑌 𝑃⁄ )𝑀𝑎𝑥は全ての地域の中で 1 人当たり所得の最も多い地域である。  
 𝜆𝑗は最も 1 人当たり所得の多い地域においてゼロであるが、他の地域は負の




(𝑅𝐸 𝑃⁄ )𝑀𝑎𝑥 − (𝑅𝐸 𝑃⁄ )𝑗
(𝑅𝐸 𝑃⁄ )𝑀𝑎𝑥
]                  (3.9) 
(𝑅𝐸 𝑃⁄ )𝑀𝑎𝑥は 1 人当たり所得の最も多い地域に対する 1 人当たり分配額であり、
さらに (3.9)式は以下のように書き直すことができる。  




𝐴𝑅𝐸 = ∑𝑃𝑗(1 − 𝜆𝑗)
9
𝑗=1
(𝑅𝐸/𝑃)𝑀𝑎𝑥                 (3.11) 





∑ 𝑃𝑗(1 − 𝜆𝑗)
9
𝑗=1






























第４章 地方団体における配分の効率性と補助金の影響  
 
4.1 本章における問題意識  























れ、都道府県と市町村の純計でみて 2001 年度に 14 兆 4433 億円であった国庫
支出金は 2007 年度には 10 兆 2216 億円まで一旦減少したが、その後増加して、

































れ、予算線は A を軸として外側に広がり、予算線は AB から AG へと変化する。  
                                                   
1 国庫支出金の金額は総務省編『地方財政統計年報』による。  
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表 4-1 地方公共サービス支出に対する国庫支出金の割合 2 
社会福祉費  衛生費  産業費  土木費  
0.36  0.11  0.23  0.21  
教育費  災害復旧費  議会費  総務費  
0.22  0.65  0 0.02  
警察費  消防費  公債費  諸支出金等  
0.03  0.01  0.01  0  
 
地方公共サービス：  
 社会福祉サービス＝民生費＋労働費  
 衛生サービス   ＝衛生費  
 産業サービス   ＝農林水産業費＋商工費  
土木サービス   ＝土木費  
 教育サービス   ＝教育費  
 災害復旧サービス＝災害復旧費  












                                                   
2 平均補助率は地方公共サービスごとに各年度の補助率を求め、それらの推計期間中
（ 1966～ 2001）における平均値をとっている。なおここでの補助率の算出方法は、各地方




  その他サービス    ＝国庫支出金総額－その他以外の国庫支出金合計額  
 










えられるため、地方団体の厚生関数は以下のように表される。    
         
𝑊𝐿 = 𝑊𝐿(𝑄1,  𝑄2,⋯ , 𝑄𝑖, ⋯ , 𝑄𝑛)      (𝑖 = 1~𝑛)             (4. 1) 












𝑀, ⋯ , 𝑄𝑖
𝑆, 𝑄𝑖
𝑀, ⋯ , 𝑄𝑛
𝑆, 𝑄𝑛









た一般的な厚生関数を用いる 3。このタイプの厚生関数は Gramlich (1969)、
























2   (4.3) 
ここで、𝐸𝑖 = 第 𝑖地方公共サービスの総支出額、𝐺𝑖 = 第 𝑖地方公共サービスの  
国庫支出金額、𝛼𝑖 = 第 𝑖地方公共サービスにおける補助率の逆数（補助事業額 / 
国庫支出金額）、𝐸𝑖 − 𝛼𝑖𝐺𝑖 = 第 𝑖地方公共サービスの単独事業額、𝛼𝑖𝐺𝑖 = 第 𝑖地方  







= ∑𝐺𝑖 + 𝑅
7
𝑖=1







                                                   
3 このタイプの厚生関数についての詳しい説明は、辻村 (1968)『消費構造と物価』 , 第 13
章を参照のこと。辻村 (1968)においては Gossen 型と書かれている。  









𝐸𝑖 = 𝑏0𝑖 + 𝑏1𝑖𝐺1 + 𝑏2𝑖𝐺2 + 𝑏3𝑖𝐺3 + 𝑏4𝑖𝐺4 + 𝑏5𝑖𝐺5 




から第 7 地方公共サービスまで 7 本の推計式を推計し、 𝑏01から𝑏87までの合計
63 個の集計されたパラメータを得る 5。  
 
4.5 地方公共サービス需要関数を用いた補助金効果の実証分析  
先程の理論モデルから導いてきた地方公共サービス需要関数に基づいて、各




負担比率の引き下げ（ 1985 年度）や地方分権一括法の施行による機関委任事務  
                                                   
5 𝑏𝑗𝑖の内訳についてここでは説明を簡単に行う。地方公共サービスをどれだけ細分化した
としても結論は同じであることから、地方公共サービスを第 1 地方公共サービスと第 2 地
方公共サービスの 2 つに大きく分類したケースでパラメータの説明を行う。すわなち、こ
のケースでは 2 本の需要関数を推計し、 𝑏01から 𝑏32までの合計 8 個の集計されたパラメー
タを得るという前提で説明を行う。  
第 1 地方公共サービスと第 2 地方公共サービスの需要関数は以下の通りである。  
𝐸1 = 𝑏01 + 𝑏11𝐺1 + 𝑏21𝐺2 + 𝑏31𝑅        





,   𝑏11 =
𝑎21𝛼1 + 𝑎22
𝑎21 + 𝑎22
,   𝑏21 =
𝑎22(1 − 𝛼2)
𝑎21 + 𝑎22







,   𝑏12 =
𝑎21(1 − 𝛼1)
𝑎21 + 𝑎22
,   𝑏22 =
𝑎21 + 𝑎22𝛼2
𝑎21 + 𝑎22










与える影響を合計すると 1 になるという性質が示される。  
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?̅?2 𝐷.𝑊 社会福祉  衛生 産業 土木 教育 災害復旧  その他  











社会福祉  2.2584 -3.5160 -1.1276 0.2815 -0.9876 -0.5491 2.7983 0.1307 
0.9925 1.2031 
𝐸1 (14.39) *** (-1.62)  (-1.76) * (0.74)  (-3.57) *** (-0.93)  (1.64)  (22.60) *** 
衛生  0.1117 3.7714 0.2728 0.1053 -0.3070 0.2259 -1.5428 0.0628 
0.9918 1.3780 
𝐸2 (1.81) * (4.43) *** (1.09)  (0.71)  (-2.83) *** (0.98)  (-2.30) ** (27.66) *** 
産業  -0.1318 2.2695 2.4543 -0.0335 -0.7330 -0.0110 -1.2193 0.1029 
0.9954 1.3465 
𝐸3 (-1.73) * (2.16) ** (7.91) *** (-0.18)  (-5.47) *** (-0.04)  (-1.47)  (36.68) *** 
土木  -2.1359 6.5381 0.2368 2.9673 -0.5233 -0.8132 -7.8983 0.2452 
0.9627 1.1290 
𝐸4 (-5.98) *** (1.33)  (0.16)  (3.45) *** (-0.83)  (-0.61)  (-2.04) ** (18.64) *** 
教育  0.2061 -5.3311 -0.2923 0.1385 2.5668 1.0172 -1.5408 0.1317 
0.9925 0.8943 
𝐸5 (1.41)  (-2.64) ** (-0.49)  (0.39)  (9.96) *** (1.85) * (-0.97)  (24.43) *** 
災害復旧  -0.0086 -0.1671 0.0177 0.0080 0.0023 1.3504 0.1100 0.0012 
0.9762 2.3140 
𝐸6 (-0.81)  (-1.13)  (0.41)  (0.31)  (0.12)  (33.59) *** (0.95)  (2.95) *** 
その他  0.6513 0.5826 -2.6907 -0.6230 0.5243 -1.1792 9.0355 0.3196 
0.9963 1.1270 
𝐸7 (3.26) *** (0.21)  (-3.31) *** (-1.29)  (1.49)  (-1.57)  (4.16) *** (43.43) *** 
（注 1）表中の ***は 1%、 **は 5%、 *は 10%の有意水準でそれぞれ推計された値が有意であることを示している。  










より需要関数の推計を行う 6。 (4.5)式で表される 7 つの地方公共サービス需要
関数の推計結果は表 4-2 の通りである。  












ると、社会福祉  0.1307、衛生  0.0628、産業  0.1029、土木  0.2452、教育  0.1317、


















支出に与える影響は社会福祉  2.2584、衛生  3.7714、産業  2.4543、土木  




























ービスごとに比較すると、社会福祉サービスにおいて  0.1307 と  2.2584、衛生
サービスにおいて  0.0628 と  3.7714、産業サービスにおいて  0.1029 と  2.4543、
土木サービスにおいて  0.2452 と  2.9673、教育サービスにおいて  0.1317 と  
2.5668、災害復旧サービスにおいて  0.0012 と  1.3504、その他サービスにおい









































− ∑𝐺𝑖 − 𝑅
7
𝑖=1
= 0                 (4.8) 
 
本文中の (4.7)式を (4.6)の各式に代入して、それらと (4.8)式を使って整理する
と以下のような行列形式で表せる。  
 
                                                   

 導出プロセスの表記方法については石・長谷川・秦・山下  (1983)を参考にしている。  
𝜕𝑊
𝜕𝐸1
= 𝑎11 − 𝑎21(𝐸1 − 𝛼1𝐺1) + 𝜆 = 0 
𝜕𝑊
𝜕𝐸2
= 𝑎12 − 𝑎22(𝐸2 − 𝛼2𝐺2) + 𝜆 = 0 
𝜕𝑊
𝜕𝐸3
= 𝑎13 − 𝑎23(𝐸3 − 𝛼3𝐺3) + 𝜆 = 0 
𝜕𝑊
𝜕𝐸4
= 𝑎14 − 𝑎24(𝐸4 − 𝛼4𝐺4) + 𝜆 = 0 
𝜕𝑊
𝜕𝐸5
= 𝑎15 − 𝑎25(𝐸5 − 𝛼5𝐺5) + 𝜆 = 0 
𝜕𝑊
𝜕𝐸6














−𝑎21 0 0 0 0 0 𝑎27
0 −𝑎22 0 0 0 0 𝑎27
0 0 −𝑎23 0 0 0 𝑎27
0 0 0 −𝑎24 0 0 𝑎27
0 0 0 0 −𝑎25 0 𝑎27
0 0 0 0 0 −𝑎26 𝑎27
















































𝑎17 − 𝑎11 + 𝑎27𝛼7𝐺7 − 𝛼21𝛼1𝐺1
𝑎17 − 𝑎12 + 𝑎27𝛼7𝐺7 − 𝛼22𝛼2𝐺2
𝑎17 − 𝑎13 + 𝑎27𝛼7𝐺7 − 𝛼23𝛼3𝐺3
𝑎17 − 𝑎14 + 𝑎27𝛼7𝐺7 − 𝛼24𝛼4𝐺4
𝑎17 − 𝑎15 + 𝑎27𝛼7𝐺7 − 𝛼25𝛼5𝐺5
𝑎17 − 𝑎16 + 𝑎27𝛼7𝐺7 − 𝛼26𝛼6𝐺6










  (4.9)  
               
上式の左辺の行列を行列𝐴とし、この逆行列𝐴−1を両辺の左から乗じて、適当































































                           (4.10) 





第５章 地域選好の反映と厚生の改善効果  
 



































分権化定理の実証分析の流れにある吉田 (2006)の研究においては、近畿 2 府 4





















る。5.6 節は本章のむすびである。  
 





5.2 地域選好に関する理論的考察  
図 5-1 は本章における地域選好の分析のフレームワークを示したものである。
ただし、各地方公共サービスに対する補助金の補助率は 0、各地方公共サービ
スの価格は 1 と仮定している 3。  
200 の予算で𝑋と𝑌の 2 つの地方公共サービス間の予算配分を考えるとき、𝑋地
方公共サービスに 100 の非裁量事業、𝑌地方公共サービスには 50 の非裁量事業
が存在し、現実に予算が𝑋に 125、𝑌に 75 配分されているとする（𝐸点における
配分）。このとき、地方公共サービスの価格が 1 であることから、支出額＝事







図 5-1 選好パラメータ推計の理論的枠組み  
 
                                                   






































このとき、𝑋に 25、𝑌に 25 の予算が配分されており、𝑋に対する歳出配分割
合は 0. 5、𝑌に対する歳出配分割合も 0.5 となり、この配分割合こそが地域選好  
を表しているといえる。地域が本来持っている選好に従って 200 の予算を割り
当てると、厚生を最大化する予算配分は𝐶点ということになり、𝐸点からの予算
配分の変更により現状よりも地域の厚生水準を高めることができる 4。  
 







第1因子  第2因子  第3因子  
人口密度  0.686 -0.354 0.499 
昼夜間人口比率  0.019 -0.018 0.675 
県民所得／人  0.837 0.117 0.329 
外国人人口／10万人  0.837 0.320 0.214 
老年人口割合  -0.724 0.180 0.098 
第1次産業就業者比率  -0.945 0.029 0.174 
第2次産業就業者比率  0.190 0.937 -0.192 











うこととする。グルーピングの方法は吉田 (2006)で採用されている 2 段階手法























タリング法に Ward 法を採用した階層的計算方法により実施した 6。  
クラスター分析の結果、都道府県を 8 つのグループに分類した 7。その結果は  
                                                   
5 ここでは固有値が１以上の因子を抽出している。  
6 クラスター分析の詳細については牧野 (2012)を参照されたい。  
7 グループ数の決定は吉田 (2006)と同様に結合距離に基づいている。  
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表 5-2 都道府県のグルーピング  
グループ 1 
島根県  愛媛県  佐賀県  大分県  鳥取県 
徳島県  
グループ 2 
青森県 宮崎県 岩手県 秋田県   
 
グループ 3 
北海道 長崎県 和歌山県  熊本県  鹿児島
県 高知県  
グループ 4 
富山県 福井県 岐阜県 滋賀県  静岡県 
三重県 栃木県 群馬県 茨城県  愛知県  
グループ 5 
山形県 福島県 長野県  
 
グループ 6 
新潟県 山梨県 石川県 広島県  山口県 
香川県 岡山県  
グループ 7 
宮城県 奈良県 千葉県 福岡県  沖縄県  
 
グループ 8 
埼玉県 兵庫県 京都府 神奈川県  
 
     注）大阪府と東京都はグループに属さなかったため、表には記載されていない。  
出所）筆者作成。  
 
表 5-2 に示されている。  
 
5.4 地域選好の推計モデル  
地域選好の推計においては井上・林・林（1988）のモデルを踏襲する 8。地
域がそれぞれの地方公共サービスから厚生を得ると考えると、地域の厚生関数
は以下のように表される。            
𝑊𝐿 = 𝑊𝐿(𝑄1,  𝑄2,  ⋯ , 𝑄𝑖 ,⋯ , 𝑄𝑛)                          (5.1) 
                                                   
8 地方政府のビヘイビアをモデル化した研究は Henderson(1968)によって最初に行われ、
同モデルを用いた他の研究としては Gramlich(1969)、Gramlich and Galper(1973)、石・
長谷川・秦・山下 (1983)、井上・林・林 (1988)、獺口 (2001)などが挙げられる。  
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  ただし、𝑄𝑖＝第 𝑖地方公共サービスの事業量。  
ここで、地域が本来持っている選好をとらえるために厚生関数を Stone=Geary
型に特定化すると次のように表せる。  













  すなわち (5.2)式は、地域は非裁量事業量を上回る事業量によって厚生を得
るということを表している。  
 また、非裁量事業量は以下のように決定されているとする。  
𝑄𝑖
𝑁𝐷 = 𝑄𝑁𝐷(𝑋𝑖)                                           (5.3) 
ただし、𝑋𝑖＝第 𝑖地方公共サービスの非裁量事業量を決定する地域特性要  
因。  
 ここで、 (5.3)式を具体的に以下のように定式化する。  
     𝑄𝑖
𝑁𝐷 = 𝑎𝑖 + 𝑏𝑖𝑋𝑖           (𝑖 = 1,⋯⋯ , 𝑛)                                (5.4) 




= 𝑅                            (5.5) 
ただし、𝑃𝑖＝第 𝑖地方公共サービスの価格、𝑅＝一般財源や特定財源を含








)                          (5.6) 
 (5.6)式の左辺は裁量事業額を表し、右辺の括弧内は総財源から非裁量事業の
                                                   









 さらに (5.4)式と (5.6)式から以下の (5.7)式が求められる。  
𝑃𝑖𝑄𝑖 = 𝑃𝑖(𝑎𝑖 + 𝑏𝑖𝑋𝑖) + 𝛼𝑖 {𝑅 − ∑𝑃𝑖(𝑎𝑖 + 𝑏𝑖𝑋𝑖)
𝑛
𝑖=1
}                    (5.7) 
 ここで、公共サービスには価格が付かないことから、公共サービスの価格を
1 と置くことで、最終的に以下の (5.8)式が実際の推計に用いられる式となる。  
𝐸𝑖 = (𝑎𝑖 + 𝑏𝑖𝑋𝑖) + 𝛼𝑖 {𝑅 − ∑(𝑎𝑖 + 𝑏𝑖𝑋𝑖)
𝑛
𝑖=1
}                           (5.8) 
   ただし𝐸𝑖＝第 𝑖地方公共サービスへの支出額、である 10。  
 
 
5.5 選好パラメータの推計  
選好パラメータを推計するにあたり、『地方財政統計年報』に記載されている
目的別歳出データを使って第 𝑖地方公共サービスを以下の通り分類した。  
 
 第 1 地方公共サービス（土木サービス）    ：土木費  
 第 2 地方公共サービス（産業サービス）    ：農林水産業費、商工費  
 第 3 地方公共サービス（教育サービス）    ：教育費  
 第 4 地方公共サービス（社会保障サービス）  ：民生費、衛生費  






を使って推計すれば十分である。そこで、ここではグループ 1 とグループ 4 に
                                                   











表 5-3 需要関数の推計結果  
 グループ 1 グループ 4 
推計値  𝑡値  推計値  𝑡値  
𝑎1 9,216,410 0.683 30,204,100 1.397 
𝑎2 -9,334,060 -0.880 -21,961,900 -0.550 
𝑎3 10,126,300 0.902 29,501,700 3.913** 
𝑎4 2,997,930 0.248 13,939,800 1.217 
𝑎5 35,416,300 0.000 14,302,000 0.000 
𝑏1 2739.780  1.401 -529.746  -0.245 
𝑏2 8.030  0.679 -57.462  -1.611 
𝑏3 68.654  7.832** 75.850  9.388** 
𝑏4 45.127  4.148** 11.633  0.915 
𝑏5 33.442  2.235* 66.260  3.304** 
𝛼1 0.197  2.806** 0.166  2.665** 
𝛼2 0.301  5.174** 0.497  5.807** 
𝛼3 0.091  1.317 0.007  0.108 
𝛼4 0.087  1.474 0.141  2.819** 
𝛼5 0.323  3.316** 0.189  2.031* 




ついては人口を採用した 11。パラメータの推計結果を表 5-3 にまとめている。   
本章の需要関数の推計で重要なパラメータは地域の選好を表す 𝛼𝑖である。𝛼𝑖
の推計結果を見るとグループ 1 では土木サービスに 0.197、産業サービスに  
0.301、教育サービスに 0.091、社会保障サービスに 0.087、その他サービスに  
0.323 の割合で予算を割り当てる選好を持っていることがわかる。一方、グル  
ープ 4 は土木サービスに 0.166、産業サービスに 0.497、教育サービスに 0.007、
社会保障サービスに 0.141、その他サービスに 0.189 の割合で予算を割り当て






接的な地域特性との関係性を表す 𝑏𝑖の推計結果である。グループ 1 における 𝑏𝑖は
有意なものが多く、符号関係も満たされている。一方、グループ 4 における𝑏𝑖は  
 
表 5-4 予算配分の自由化による厚生改善効果  
    （単位：百万円）  
 
(1)現状  
土木  産業  教育  社会保障  その他  歳出合計  厚生水準  
鳥取県  58,334 40,815 70,515 55,476 130,708 355,848 68,892 
島根県  97,247 113,792 91,162 73,095 171,791 547,088 118,855 
徳島県  54,736 80,044 82,165 74,106 174,757 465,808 95,202 
愛媛県  73,204 104,491 138,037 113,150 189,476 618,357 121,989 
佐賀県  58,186 81,346 90,278 72,519 148,694 451,023 92,516 
大分県  78,473 96,288 125,412 92,021 185,838 578,032 116,742 









土木  産業  教育  社会保障  その他  歳出合計  厚生水準  
鳥取県  70,061 107,195 32,533 30,956 115,104 355,848 81,197 
島根県  107,712 164,804 50,017 47,592 176,963 547,088 124,834 
徳島県  91,710 140,320 42,586 40,521 150,672 465,808 106,288 
愛媛県  121,744 186,273 56,533 53,792 200,016 618,357 141,096 
佐賀県  88,799 135,866 41,234 39,235 145,889 451,023 102,914 
大分県  113,805 174,126 52,846 50,284 186,972 578,032 131,895 
 
(2)-(1)の変化  
土木  産業  教育  社会保障  その他  歳出合計  厚生水準  
鳥取県  11,726 66,380 -37,981 -24,521 -15,605 0 12,305 
島根県  10,465 51,013 -41,145 -25,504 5,171 0 5,979 
徳島県  36,973 60,276 -39,579 -33,585 -24,085 0 11,085 
愛媛県  48,540 81,783 -81,504 -59,359 10,540 0 19,107 
佐賀県  30,613 54,520 -49,044 -33,284 -2,805 0 10,398 




土木  産業  教育  社会保障  その他  歳出合計  厚生水準  
鳥取県  20% 163% -54% -44% -12% 0% 18% 
島根県  11% 45% -45% -35% 3% 0% 5% 
徳島県  68% 75% -48% -45% -14% 0% 12% 
愛媛県  66% 78% -59% -52% 6% 0% 16% 
佐賀県  53% 67% -54% -46% -2% 0% 11% 
大分県  45% 81% -58% -45% 1% 0% 13% 
出所）(1)現状の歳出内訳及び歳出合計は地方財政調査研究会『地方財政統計年報』による。















鳥取県が最大の 18%、島根県が最小の 5%となっている。  
ここでは 2 つのグループに関して選好パラメータの推計を行い、比較的結果
の良かったグループ 1 に関してシミュレーションを行っているが、 8 つ全ての
グループに関してシミュレーションを行うことも可能である。しかし、結果が
膨大となること、また、本章の分析目的は 1 つのグループに関するシミュレー
ションで十分果たせることから、グループ 1 のみを分析対象とした。  
 
5.6 むすび  
 本章では分権化定理の枠組みに沿って地域選好の推計を行い、予算配分の効
率化による厚生の改善効果について分析を行った。分析の結果得られた各県の













































第６章 地域選好の反映と規模の経済性のトレード・オフ  
 
6.1 本章における問題意識  
分権化定理においては「中央政府が地方公共サービスを提供しても規模の経

























                                                   




うシミュレーションが行われる。6.7 節は本章のむすびである。  
 
6.2 分権化と規模の経済性  





































































6.3 理論モデルに基づく費用関数の導出  
本節においては、生産関数が明示的にモデルに組み込まれている費用関数と





𝜀𝑘𝑖           (𝑖 = 1~ 5)                                (6.1)  






 一方で、予算制約式は以下の通り。  
 
𝐶𝑖 = 𝑤𝑖𝐿𝑖 + 𝑟𝑖𝐾𝑖                            (𝑖 = 1~ 5)                         (6.2)           
ただし、𝐶𝑖＝第 𝑖地方公共サービスの総費用、𝑤𝑖＝第 𝑖地方公共サービ










                               (6. 3𝑎) 
𝑂𝑖 = 𝐴𝑖𝐿𝑖
𝜀𝑙𝑖𝐾𝑖
𝜀𝑘𝑖                                (6. 3𝑏) 
 (6.3𝑎)式を𝐿𝑖について整理して (6.2)式に代入すると (6.4𝑎)式が、𝐾𝑖について整




                      (6. 4𝑎) 








                                 (6. 4𝑏) 
 最後に (6.4𝑎)と (6.4  𝑏)式を (6.3b)式に代入して整理すると、第 𝑖地方公共サービ
スに関して以下の費用関数が得られる 3。  
 𝑙𝑛(𝐶𝑖) = 𝑐0𝑖 + 𝑐1𝑖 𝑙𝑛(𝑤𝑖) + 𝑐2𝑖 𝑙𝑛(𝑂𝑖)                 (𝑖 = 1~ 5)                (6. 5) 












代理するという方法がとられている 4。そこで本章においても林 (2011)に倣い、 
観測可能な地域変数によってアウトプットを代理するという方法を採用する。  
表 6-1 に示されている通り、各地方公共サービスのアウトプットとして人口に
関する変数を選定した 5。これらのデータは「地域別統計データベース」による。  
アウトプットは表 6-1 の通りとし、費用には『地方財政統計年報』に記載され
ている各公共サービスの支出額を、賃金には『地方公務員給与実態調査結果』  
                                                   
3 ただし、ここでは Stevens(1978)に倣い資本財価格は地域間で差がないと想定している。
すなわち資本財価格は定数項 𝑐0𝑖に組み込まれている。  












表 6-1 アウトプットの選定  
地方公共サービス  アウトプット  
土木サービス  総人口  
産業サービス  就業者数 6 
教育サービス  在学者数 7 
社会保障サービス  65 歳以上人口  




き費用関数の推計を行う 8。使用するデータは全て 2010 年度の 47 都道府県デ
ータである。ただし、地方公共サービスごとに給与のデータを入手することが
困難であることから、全ての地方公共サービスにおいて給与は同じであるとい
う前提をおいて推計を行う必要がある。すなわち、 (3.5)式の賃金の部分が修正  
され、最終的に費用関数の推計に用いられる式は以下の (3.6)式となる。  






において規模の経済性が働いているということが確認できる 9。  
                                                   














表 6-2 費用関数の推計結果  
 𝑐0 𝑐1 𝑐2 
?̅?2 
推計値  t値  推計値  t値  推計値  t値  
土木  36.988  2.652* -2.326  -1.802  0.506  8.134** 0.756  
産業  66.687  2.296* -5.074  -1.879  0.611  4.576** 0.302  
教育  12.511  2.480* -0.307  -0.659  0.793  35.945**  0.977  
社会保障  21.887  3.209**  -1.260  -1.998  0.833  25.091**  0.957  
その他  37.698  3.779**  -2.656  -2.876**  0.781  17.565**  0.919  
注 1）ダミー変数が 1%水準で有意であった土木、社会保障、その他サービスに関しては  
東京を 1 その他道府県を 0 としたダミー変数を使用している。  




6.5 配分の効率化による規模の経済性への影響  
ここでは予算配分の変更によってアウトプット当たり費用がどのように変化  
するのかを、費用関数の推計によって明らかになった 𝑐2を使ってグループ 1 に  
 
表 6-3 分権化によるアウトプット当たり費用の変化  
（単位：千円）  
 (1)現状  
土木  産業  教育  社会保障  その他  
鳥取県  99.095 142.048 865.422 361.141 222.041 
島根県  135.556 327.092 963.802 352.440 239.465 
徳島県  69.684 230.613 762.863 353.011 222.481 
愛媛県  51.138 160.359 698.595 298.872 132.362 
佐賀県  68.472 198.756 704.763 348.486 174.978 
大分県  65.584 174.925 736.972 290.516 155.314 




 (2)分権化後  
土木  産業  教育  社会保障  その他  
鳥取県  85.158 101.876 1245.549 429.445 230.817 
島根県  123.795 273.236 1227.839 394.935 237.518 
徳島県  49.980 181.081 1007.680 423.489 232.923 
愛媛県  36.793 125.322 1121.123 383.944 130.435 
佐賀県  51.209 158.305 1022.756 420.032 175.927 
大分県  50.310 136.165 1149.647 348.619 155.051 
 (2)－ (1)の変化  
土木  産業  教育  社会保障  その他  
鳥取県  -13.938 -40.172 380.128 68.304 8.776 
島根県  -11.761 -53.856 264.037 42.495 -1.947 
徳島県  -19.704 -49.532 244.817 70.478 10.442 
愛媛県  -14.345 -35.037 422.528 85.072 -1.928 
佐賀県  -17.263 -40.451 317.993 71.546 0.949 
大分県  -15.274 -38.760 412.675 58.103 -0.264 
 (2)－ (1)の変化率  
土木  産業  教育  社会保障  その他  
鳥取県  -14% -28% 44% 19% 4% 
島根県  -9% -16% 27% 12% -1% 
徳島県  -28% -21% 32% 20% 5% 
愛媛県  -28% -22% 60% 28% -1% 
佐賀県  -25% -20% 45% 21% 1% 
大分県  -23% -22% 56% 20% 0% 
出所）(1)現状の数値は総務省統計局「地域別統計データベース」、地方財政調査研究会『地
方財政統計年報』による。 (1)現状以外は筆者作成。  
 











6.6 厚生関数と費用関数の連結  
 2 つの効果を合わせて見るためには、Stone＝Geary 型厚生関数と費用関数を  
連結させる必要がある。すなわち、アウトプット当たり費用で計測される規模
の経済性を Stone＝Geary 型厚生関数と結び付け、厚生水準で評価しなければ  
 



































り、減少した地方公共サービスの価格は 1 より高くなる。  
 
6.7 規模の経済性を考慮した厚生の改善効果  








































> 𝑅 であれば不足 (𝑆の符号が負 )が発生  
  















         (𝑖 = 1~ 5)                 (6.8) 
 
上記の手順に従い、規模の経済性の影響を考慮した分権化による地域厚生















表 6-4 規模の経済性を考慮した地域の厚生水準  
（単位：百万円）  









鳥取県  68,892 81,197 85,067 15,476 18% 23% 
島根県  118,855 124,834 129,267 18,479 5% 9% 
徳島県  95,202 106,288 113,172 27,242 12% 19% 
愛媛県  121,989 141,096 148,259 28,260 16% 22% 
佐賀県  92,516 102,914 108,570 22,588 11% 17% 




うことでトレード・オフが確認される可能性がある 12。  
 










                                                   
















































































の配分を完全効率化すると、GDP は約 6 兆 4000 億円増加し、産業間のみを効
率化したケースと比べて大きく GDP を上昇させるが、1 人当たり所得の変動係
数も上昇し、地域間格差を拡大させる。③社会資本の配分を完全効率化した結



















ービスごとに比較すると、社会福祉サービスにおいて  0.1307 と  2.2584、衛生
サービスにおいて  0.0628 と  3.7714、産業サービスにおいて  0.1029 と 2.4543、
土木サービスにおいて  0.2452 と  2.9673、教育サービスにおいて  0.1317 と  
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2.5668、災害復旧サービスにおいて  0.0012 と  1.3504、その他サービスにおい
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